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45 ｢国民生活審議会消費者政策部会自主行動基準検討委員会(第 15回)議事要旨 (2002.10.25)｣､
htp:/www.consumer.go.jp/
46高･ドナルドソン､前掲書､344以降0
47R･シンジンガ-/M･W･マーティン､前掲書､37頁以降｡
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ソフトウェア技術者をめぐる二つの倫理的アブt7--チ
解決することが望ましいが､それでも外部-の内部告発の必要性も出てこざるを得ない｡
組織内の倫理ホットラインなどが機能していない場合には､第三者機関 (弁護士､支援団
体など)に届けられることが必要であろう｡このように本当に信頼がおけるかどうかとい
う疑念が残らざるを得ないとすれば､あるいはそのような制度を設けるほど組織が大きく
ない場合にも､よく言われるように第三者機関による支援が必要となるであろう480さら
に内部告発者の法的保護も早急に進められなくてはならないO告凝者が抱えるリスクある
いは不利益を減らすようにしないと､正直者がばかを見ることになってしまう｡
内部告発49はあくまで最終手段であり､企業の常態においては正規ルー トでのコミュニ
ケーションをうまくとることを目指すべきであることは言うまでもないo経営者と技術者
との関係を軸として組織の健全性をみれば､よい協働の大きな要因の一一つは､経営上の要
請と技術上の要請とをうまくバランスを取るところにあるO
制度には形骸化の危険性がつねに伴うから､社会制度上のフェールセーフ機構を無際限
につくらないためには､最終的には､経営者や技術者が､たえず注意を怠らず状況認織を
行い､倫理的判断および倫理的反省能力を働かせつづけることが求められる｡制度を生か
すのは､各人の倫理への真筆さ以外にはないであろうからである｡
さて､ここで気づかれるのは､技術者の内部告発の倫理的正当性や､第三者機関による
内部告発者の支援 ･保護は､工学倫理的アプローチからでてくるが､これに対して､倫理
委員会や倫理ホットラインといった制度を企業内に設置することは､企業倫理的アプロー
チ､したがってビジネス倫理的アプローチから出ている､という点である｡さらに､そも
そも企業内プロジェク トマネジメン トを推進するのは経営者の側から出てくるものであ
り､ビジネス倫理的アプローチから出てくるものである｡
Ⅳ 結論- 工学倫理とビジネス倫理の相互補完
工学倫理は､個々の技術者が会社-の忠誠や公衆の安全を心がけ､製品の信頼性と安全
性の保証に努めることを求めるものであった｡しかし組織における技術者は､さまざまな
制約のもとで働かなくてはならないがゆえに､安全性や信頼性をみたせない選択を習慣的
48実際に弁護士らの活動が始まり､その成果が期待されている｡たとえば公益通報支援センター O
htp:/wwwOO6.upp･so-net･ne･jp/pis〟index･html
49内部告発そのものは､技術者の倫理にのみ関わる問題ではなく､経理や人事担当者など､他の組
織成員の倫理にも関わるが､ここでは考察されない｡内部告発が許容される基準やそのために考慮
すべき事柄についても立ち入らないが､ch･E･ハリス､M･S･プリチャード､M･J･ラビンス､
前掲雷､223頁以降などを参照O内部告発が義務であるかどうかという論点についても同様｡
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にしてしまっていたり､またやむなくとらざるをえなくなったり､逆に内部告発せざるを
得なくなる場合もある｡そこに組織のなかにおかれた技術者が陥った悪循環や倫理的葛藤
を見た｡他方､製品品質のみならず経営組織の質が重視されてきた昨近では､経営者が技
術者の労働上の制約を改善し､技術者に対する甘えという組織的悪循環をいかに乗り越え
ていくかが､企業組織の健全化にとって重要な要素となっている｡
そのためには､経営者側と技術者側が有効なコミュニケーションを行い相互の信頼関係
を築くことである｡健全で機能する組織では､各人が他者の役割を理解しているのと同時
に自分が何を求められているかをよく理解していると言われる｡それは以心伝心ではなく､
言葉を用いた学習と訓練によって獲得されるものである｡
技術者にとって､技術知識や技能のみならず､コミュニケーション能力を高めることが
重要になる50｡とりわけ技術的な事柄を経営者に分かることばで説明する能力が求められ
る｡技術者が経営者をうまく説得する技術も求められる｡とくに上級の技術者は経営上の
問題を知っておくことが重要となる｡技術者が技術的な事柄にのみ携わっていることはで
きず､企業の活動プロセスでは経営的な事柄に無関心でいることはできない｡特にソフト
ウェア開発の領域では､技術上の提案が経営改善に有効であることが多い51｡
経営者の側でも､技術的な事柄が経営上の決定に大きな比重をもつ場合には､技術者の
意見を率直に反映させるべきである｡その際､意見をただ形式的に求めているのではなく､
率直な意見を求めているのだということを､技術者に理解してもらえるような態度でつね
に按するべきであろう｡コミュニケーションに対する信頼性は継続的なやり取りのなかで
培われるものであり､一朝一夕に獲得されるものではない52.
もしこのような健全な組織性が維持されているなら､そこでは工学倫理と企業倫理とが
相互に補完しあうことが実現されていると言えよう｡人間は倫理的に完全ではありえない
けれども､そうだからこそ工学倫理と企業倫理とが相互に補完しあうかたちで､技術者の
役割と経営者の役割をともに果たせる企業組織を維持していかなくてはならないO
そのためにはさらに､企業組織内部にとどまらず､社会全体で安全文化に対する意識を
高め基本的な考え方を共有することもまた大切であるoなぜなら､技術者にせよ企業にせ
50 コミュニケーション能力は､文化や習慣に大きく影響されるものでもあるから､例えば小中高と
いう教育のなかでもうまく動機づけされ､その能力が磨かれるようにしていかないといけないoそ
のためには一一学級の人数を減らすことが死活的な条件であると言えよう｡現状では物理的な制約が
大きすぎ､各生徒が発言できる自由度はそもそも高くない｡
5Jソフトウェア開発では技術者相互の間のコミュニケーションも非常に重要視されている｡
52安全文化にとって組織内での情報システムの構築が重要であることを強調するのは､J･リー ズン
である｡前掲書､276頁以降｡
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よ､安全性や信頼件に対するインセンテイヴを保ちうるのは､社会がそれをどう見なすか
にも大きく依存するからである｡OECDのセキェリティガイ ドライン(2002)には､安全文
化(CultureofSecurity)の概念Sjが導入され､すべての情報システム-の参与者 (個人ユ-ザ
-から企業や他の組織そして政凧 こいたるまで)が果たす役割が強調されているoつまり
企業倫理的に言えば､こうしたすべてのステークホルダーが安全文化-の参与者でな(T
はならないのである｡
531988年､国際原子力機関(IAEA)が安全文化の考えを詳細に述べた報告書を出版したことにより正
式に認知されたと音われる｡
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